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社会動向レポート

エネルギー供給構造高度化法と 
再エネ電力の自家消費拡大に係る考察

環境エネルギー第2部
コンサルタント 中村　悠一郎

　本稿では、再生可能エネルギー由来の電力（以下、「再エネ電力」）等の非化石電源の拡大を目指
すエネルギー供給構造高度化法と、家庭等で進む再エネ電力の自家消費の拡大について概要を整
理する。そのうえで、再エネ電力の自家消費の拡大が、エネルギー供給構造高度化法の達成を困
難にする可能性があることをシミュレーションにより示し、この課題を解決するための制度設計
の在り方について提言する。

1．エネルギー供給構造高度化法と非化
石価値取引市場の創設

（1）エネルギー供給構造高度化法
　2017年度の総合エネルギー統計に基づけば、
同年度における日本の一次エネルギー供給（1）の
うち、約90％を石油や石炭、天然ガス等の化石
エネルギーが占める。その大部分を海外からの
輸入に依存しており、同年度の一次エネルギー
自給率は9.5％にとどまる1。また、発電電力量
についても同様であり、2018年度の約80％の電
力は化石エネルギーにより発電されている（図表
1）。
　一方、発展途上国の経済成長による世界的な
エネルギー需要の増大や、化石燃料の市場価格
の乱高下等、エネルギー市場の不安定化が懸念
されている。また、2016年に採択されたパリ協
定に代表されるとおり、温室効果ガス排出量の
削減が国際的な課題として共有されており、日
本政府としても、「2030年度における温室効果
ガス排出量を2013年度比26％削減」するという、
いわゆる“2030年目標”を掲げている。
　これらの状況を踏まえ、エネルギー供給構造

高度化法（以下、「高度化法」）では、国内でエネ
ルギーを供給する事業者（電気事業者、ガス事業
者等）に対して、「非化石エネルギー源の利用及
び化石エネルギー原料の有効な利用」を促進す
るために「必要な措置を講じる」こととしてい
る。電気事業者に焦点を当てた場合、高度化法
に基づく判断基準（非化石エネルギー源の利用に
関する電気事業者の判断基準（平成29年経済産
業省告示第130号））では、日本国内の各電気事
業者に対して、各社が供給する電力量に占める
非化石電源に由来する電力量の比率（以下、「非
化石電源比率」）を、2030年に44％以上とするこ
とを目標として定めている。非化石電源とは、
原子力、再生可能エネルギー（以下、「再エネ」）
等の化石電源以外の電源を意味する。44％とい
う値は、上述の2030年目標の達成のために想定
されている電源構成（原子力：20～22％、再エ
ネ：24～22％）と整合する2。資源エネルギー庁
によれば、2018年度の非化石電源比率は23％で
あり、原子力：6％、再エネ：17％（水力、新エ
ネルギー等及び非化石証書等の和）であった3。
2030年の目標値と比較すると、原子力は14～16

ポイント、再エネは12～14ポイント程度不足し
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ている。このため、2030年に向けて、再エネの
更なる導入拡大等が促進されることと考えられ
る。

（2）非化石価値取引市場の創設
　2030年44％の目標達成に向けて、電力市場に
供給された非化石電源に由来する電力（非化石
電力）を、全ての小売電気事業者が公平に調達で
きるよう新たに創設されたのが非化石価値取引
市場である。これは、非化石電力が有する非化
石価値（排出係数ゼロの価値等）を電力から切り
離し、非化石証書という商品として別個に取引
することを可能とする仕組みである。これによ
り、自社で非化石電源を保有しない小売電気事
業者においても、非化石証書を購入することで
非化石電源比率の向上を図ることが可能となる。
このように、電力と非化石価値を分離して個別
の市場で取引可能とすることで、小売電気事業
者における非化石価値の調達環境・アクセシビ
リティの改善を図るのが非化石価値取引市場の
目的である。なお、非化石証書として発行され
る非化石価値は電力系統（通常の送配電網）を流

れている非化石電力が対象であり、家庭や事業
所等における再エネ電力の自家消費分等は対象
外と整理されている。
　高度化法の目標達成のために小売電気事業者
が非化石価値（非化石証書）を必要とすれば、自
ずと非化石電源の導入拡大にもつながると考え
られ、このことを通じて日本全体の非化石電源
比率の向上を図る仕組みである。なお、2018年
度の高度化法報告に基づけば、2030年度の高度
化法目標の達成手段として、多くの小売電気事
業者が非化石証書の購入を挙げており、非化石
価値取引市場という仕組みの重要性・必要性が
うかがい知れる3。

2．自家消費モデルの推進

　次に、官民双方で推進が図られている「再エ
ネ電力の自家消費モデル」について述べる。
　資源エネルギー庁では、第5次エネルギー基
本計画における「再生可能エネルギーの主力電
源化」の実現に向けて、各種検討会において政
策課題・制度設計等について議論・検討を行っ
ている。その検討課題の一つに「需給一体型の

図表1　2017年度における日本の発電電力量内訳

注：化石エネルギーは石油、石炭、LNG、LPG、その他ガス、瀝青質混合物、その他の和
　　非化石エネルギーは原子力、風力、太陽光、地熱バイオマス、廃棄物、その他、水力の和
（資料）2018年度電力調査統計「発電実績」より筆者作成
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再エネ活用モデルの促進」（以下、「再エネ電力
の自家消費モデル」）がある4。
　このような検討が進められている背景として、
資源エネルギー庁では、世界及び日本において、
以下に提示するような社会トレンド及び構造の
変化が生じていることを指摘している。
①　太陽光発電コストの急激な低下
②　イノベーション（デジタル技術）の発展と社
会システム（電力システム）の構造転換の可能
性

③　電力システム改革の展開
④　再エネ電力を求める需要家とこれに応える
動き

⑤　（特に日本では）固定価格買取制度（FIT）に
よる買取期間を終え、投資回収が完了した安
価ないわゆる“卒 FIT電源”の大量出現

　また、これらの結果として、「大手電力会社が
大規模電源と需要地を系統でつなぐ従来の電力
システム」から、「分散型エネルギーリソースも
柔軟に活用する新たな電力システム」への変化
が生まれつつあるとも指摘している。
　さらに、資源エネルギー庁の各種検討会にお
ける議論では、例えば、家庭においては、FIT

買取価格の低下やFIT買取期間の終了等による
自家消費のメリット拡大により、今後は蓄電池
や電気自動車等の自家消費率の向上に寄与する
機器の導入が進むとされている。実際に、2019

年11月からの FIT買取期間を終了した電源（以
下、「卒 FIT電源」）の登場にあわせて、様々な
事業者が余剰電力の買取サービスを打ち出して
いるが、その中には蓄電池やヒートポンプ式給
湯機（エコキュート）等の導入とセットでサービ
スを提供する事業者も多い（図表2参照）。
　また、家庭だけでなく事業所や工場等の大口
需要家においても、事業所や工場が立地する需
要地点における再エネ電源の第三者保有サービ
ス等、FITを前提としない再エネ電力の自家消
費モデルが登場し始めており、これらを推進す
ることの重要性も指摘されている。なお、第三
者保有サービスとは、
①　例えばメーカーや電気事業者等が資金を供
出して太陽光発電設備を購入・保有
②　当該設備を家庭や事業所等の屋根に無償で
設置
③　発電された電力のうち、家庭や事業所等が
自家消費した電力に対して、メーカーや電気

図表2　卒 FIT 電源に関連する各社のサービス概要

（資料）各社ホームページより筆者作成

事業者名 サービス概要
A社 A社製の蓄電池やエコキュート等を導入した場合には、余剰電力を13～16円／kWhで買取
B社 B社提携事業者が提供する蓄電システムを導入した家庭を対象とした電気料金プランを提供
C社 蓄電池を導入した家庭については、余剰電力を10円／kWhで買取
D社 蓄電池を導入した家庭については、余剰電力を12円／kWhで買取
E社 蓄電池設置サービスセットの場合には、余剰電力を10.5円／kWhで買取
F社 F社提携事業者製の蓄電池を導入した場合には、余剰電力を通常買取価格より4円／kWh

高く買取
G社 卒 FIT電源を保有する家庭向けに、蓄電池導入サービスを提供
H社 蓄電池を導入した H社製住宅については、余剰電力を12円／kWhで買取
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事業者等は料金を請求（通常の電気代より安
価であることが多い）

④　余剰電力については、FIT売電等を通じて
メーカーや電気事業者等が収益を獲得

というモデルのことである。このとき、家庭や
事業所等においては初期費用ゼロで太陽光発電
設備を利用する権利を獲得し、なおかつ、通常
の電気代より安価に自家消費ができることから、
電気代の削減にもつながる。設備の利用者では
ない第三者が設備を保有することから、第三者
保有サービスと呼称される。図表3では太陽光
発電設備の第三者保有サービスを提供している
事業者を例示する。
　このように、官民を挙げて再エネ電力の自家
消費モデルが推進されており、例えば、家庭用
蓄電池においては、2023年度の国内の市場規模
が1,200億円に達すると見込まれている（2018年
度比約1.5倍）5。

3．高度化法と再エネ電力の自家消費モ
デルの関係性

　ここまで、高度化法と再エネ電力の自家消費

モデルという、再エネを巡る2つの側面を見て
きた。ここで、再エネ電力の自家消費モデルの
拡大によって、高度化法の達成に必要な非化石
証書の流通量の拡大にはブレーキがかかる（場合
によっては減少する）可能性について指摘した
い。そのために、以下では高度化法と再エネ電
力の自家消費モデルの関係性について、簡易的
なシミュレーションを用いて検討する。

（1）仮想電力システムの想定
　初めに、仮想的に電力システムを想定し、電
力システム全体の非化石電源比率と、高度化法
上の非化石電源比率のそれぞれの考え方につい
て整理する。
　まず需要側の側面から電力システムを想定す
る。例えば、家庭と工場という2種類の電力の
需要家と、彼らの電力需要を満たすだけの電力
供給を行う供給者から成る電力システムを想定
する。この電力システムにおいて、24時間の電
力需要パターンが図表4のとおりであるとする。
なお、各時刻における電力量の値は、仮想電力
システムにおける1日の総需要（=総供給）に対

（資料）各社ホームページより筆者作成

図表3　太陽光発電設備の第三者保有サービスの例

事業者名 サービス概要
a社 事業者向け、初期費用ゼロで太陽光発電設備を設置、契約期間17年間、余剰電力は FIT売電
b社 事業者向け、初期費用ゼロで太陽光発電設備を設置
c社 事業者向け、初期費用ゼロで太陽光発電設備を設置
d社 家庭向け、初期費用ゼロで太陽光発電設備を設置、契約期間10年間（満了後は設備を無償

譲渡）、余剰電力は FIT売電
e社 家庭向け、初期費用ゼロで太陽光発電設備を設置、契約期間10年間（満了後は設備を無償

譲渡）
f社 家庭向け、初期費用ゼロで太陽光発電設備や蓄電池を設置、契約期間10年間（満了後は設

備を無償譲渡）
g社 事業者向け、初期費用ゼロで太陽光発電設備を設置、契約期間10年間
h社 家庭向け、初期費用ゼロで太陽光発電設備を設置、契約期間10年間
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する比率を表す。例えば、10時には1日の総需
要のうち約8％の需要が存在することを意味す
る。図表4において、家庭需要及び工場需要そ
れぞれの面積（積分値）は、1日におけるそれぞ
れの主体の合計需要量を意味する。今回の想定
では、1日の総需要量のうち、家庭需要が20％、
工場需要が80％を占めることと仮定した。
　次に、供給側の側面から電力システムを想定
する。まず、当該家庭は太陽光発電設備を保有
し、以下のルールで運用することと仮定する。
・「太陽光発電量 <家庭需要」の時間帯にお
いては全量を自家消費

・「太陽光発電量 >家庭需要」の時間帯にお
いては、家庭需要に相当する分を自家消費
し、余剰電力分を電力系統へ逆潮流

　また、供給者においては、電力システム全体
の総需要から、家庭が太陽光発電で自ら賄う電
力量及び家庭から逆潮流した電力量（=太陽光
発電量）を除く分を「系統供給」という形で供給

を行うこととする。なお、系統供給は化石電源
のみとし、この電力システムにおいては家庭の
太陽光発電のみが非化石電源として存在するこ
ととする。
　これらの前提条件に基づく、当該電力システ
ムにおける電力供給パターンは図表5のとおり
となる。このとき、家庭の太陽光発電設備の発
電量は「自家消費+逆潮流」で表現される。図
表4と同様に、図表5における自家消費、逆潮流、
系統供給それぞれの面積（積分値）は、1日にお
けるそれぞれの合計供給量を意味する。今回の
想定では、1日の総供給量のうち、自家消費が
16％、逆潮流が9％、系統供給が75％を占める
ことと仮定した。また、太陽光発電量は「自家
消費+逆潮流」であることから、これらを積算
すると25％（16％+9％）の発電が行われたこと
となる。
　当該電力システムにおける1日の需要と供給
の内訳を図表6に整理する。

注：図中の値は仮想のもの
（資料）筆者作成

図表4　仮想電力システムにおける1日の電力需要パターン
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の需要が存在することを意味する。図表 4 において、家庭需要及び工場需要それぞれの面

積 (積分値) は、1 日におけるそれぞれの主体の合計需要量を意味する。今回の想定では、

1 日の総需要量のうち、家庭需要が 20%、工場需要が 80%を占めることと仮定した。 
 

図表 4 仮想電力システムにおける 1 日の電力需要パターン 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注: 図中の値は仮想のもの 
 (資料) 筆者作成 
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　以上を踏まえ、当該電力システムにおける①
全体（電力系統+電力系統以外）の非化石電源比
率と、②高度化法上（電力系統のみ）の非化石電
源比率、2種類を算出すると図表7のとおりとな
る。なお、ここでいう電力系統以外とは、家庭
における自家消費分を意味する。
　当然のことながら、家庭における自家消費分
を考慮する場合としない場合で、非化石電源比
率は異なる。今回の想定では、電力システムに
占める家庭需要の割合が大きいため、15ポイン
トという大きな差となっているが、実際にはこ
こまで大きな乖離は生じないと考えられる。

　ここまで、電力システム全体の非化石電源比
率と、高度化法上の非化石電源比率、2種類の
考え方について整理した。さて、上記の電力シ
ステムにおいて、今度は再エネ電力の自家消費
モデルが進んだ場合を検討する。具体的には、
家庭が蓄電池を導入し、太陽光発電の自家消費
量を増大させた場合に、図表7の2種類の非化石
電源比率がどのように変化するかを確認する。

（2）�仮想電力システムにおける再エネ電力の自
家消費モデルの拡大

　上記と全く同様の電力システムにおいて、家

注：図中の値は仮想のもの
（資料）筆者作成

注：系統供給等は太陽光発電の逆潮流量9％と供給者による供給量75％の和
（資料）筆者作成

図表5　仮想電力システムにおける1日の電力供給パターン

図表6　仮想電力システムにおける1日の需要と供給の内訳

需要 供給
家庭需要 工場需要 総需要 自家消費 系統供給等 総供給

20％ 80％ 100％ 16％ 84％ 100％

環境エネルギー第 2 部 
コンサルタント 中村悠一郎 

 
次に、供給側の側面から電力システムを想定する。まず、当該家庭は太陽光発電設備を保

有し、以下のルールで運用することと仮定する。 
・ 「太陽光発電量 < 家庭需要」の時間帯においては全量を自家消費 
・ 「太陽光発電量 > 家庭需要」の時間帯においては、家庭需要に相当する分を自家

消費し、余剰電力分を電力系統へ逆潮流 
また、供給者においては、電力システム全体の総需要から、家庭が太陽光発電で自ら賄う

電力量及び家庭から逆潮流した電力量 (= 太陽光発電量) を除く分を「系統供給」という形

で供給を行うこととする。なお、系統供給は化石電源のみとし、この電力システムにおいて

は家庭の太陽光発電のみが非化石電源として存在することとする。 
これらの前提条件に基づく、当該電力システムにおける電力供給パターンは図表 5 のと

おりとなる。このとき、家庭の太陽光発電設備の発電量は「自家消費 + 逆潮流」で表現さ

れる。図表 4 と同様に、図表 5 における自家消費、逆潮流、系統供給それぞれの面積 (積分

値) は、1 日におけるそれぞれの合計供給量を意味する。今回の想定では、1 日の総供給量

のうち、自家消費が 16%、逆潮流が 9％、系統供給が 75%を占めることと仮定した。また、

太陽光発電量は「自家消費 + 逆潮流」であることから、これらを積算すると 25% (16% + 
9%) の発電が行われたこととなる。 

 
図表 5 仮想電力システムにおける 1 日の電力供給パターン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注: 図中の値は仮想のもの 
 (資料) 筆者作成 
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庭が蓄電池を導入した場合を考えたい。具体的
には、次の通り、太陽光発電と蓄電池が稼働す
ることと想定する。
・「太陽光発電量 <家庭需要」の時間帯にお
いては、蓄電池に電力が残っている場合に
はそれを放電することで不足分を賄い、そ
れでもなお不足する場合には、系統供給を
受けることで充足

・「太陽光発電量 >家庭需要」の時間帯にお
いては、余剰電力を蓄電池の上限容量に達
するまで充電にまわし、上限容量に達して

もなお余る電力については、電力系統へ逆
潮流

　なお、ここでは蓄電池の充放電ロスや瞬間的
に充放電できる量の上限等は考慮しないことと
し、上限容量としては、仮に本シミュレーショ
ンにおける1日の終了時点でちょうど放電しき
る容量を設定する（結果的に、総需要に対して
14％に相当する容量を上限として設定した）。
　これらの前提条件に基づく、当該電力システ
ムにおける電力供給パターンは図表8のとおり
となる（電力需要パターンは図表4と同じである）。

注：図中の値は仮想のもの
（資料）筆者作成

図表8　蓄電池導入後の仮想電力システムにおける1日の電力供給パターン

（資料）筆者作成

図表7　仮想電力システムにおける2種類の非化石電源比率

考え方 非化石電源比率 算出方法
電力システム全体

（電力系統 +電力系統以外）
25％

太陽光発電量25％
÷総供給100％

高度化法
（電力系統のみ）

10％
逆潮流9％

÷系統供給84％環境エネルギー第 2 部 
コンサルタント 中村悠一郎 

図表 8 蓄電池導入後の仮想電力システムにおける 1 日の電力供給パターン 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注: 図中の値は仮想のもの 
 (資料) 筆者作成 

 
図表 5 と比較すると、9 時から 11 時の間において逆潮流が欠けている。これは、余剰電

力を蓄電池へ充電している時間帯である。一方、12 時から 15 時までは同じような逆潮流を

行っている。これは、蓄電池の上限容量に達したことによって充電が行われず、余剰電力が

全て逆潮流している時間帯である。一方、新たに 16 時から 23 時まで自家消費 (蓄電池) が
生じている。これは、蓄電池に充電した電力を放電することで家庭需要を賄っている時間帯

である。 
(1) の場合と同様に、当該電力システムにおける 1 日の需要と供給の内訳を図表 9 に整理

する。上記のとおり、太陽光発電量は「自家消費 (太陽光) + 自家消費 (蓄電池) + 逆潮流」

であることから、25% (16% + 2% + 7%) の発電が行われたこととなる。これは (1) の場合

と同様である。また、蓄電池の導入により、自家消費が増大し、系統供給が減少している。 
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このとき、家庭の太陽光発電設備の発電量は「自
家消費（太陽光）+自家消費（蓄電池）+逆潮流」
で表現される。なお、自家消費（太陽光）とは、
（蓄電池を介さずに）直接自家消費された分を、
自家消費（蓄電池）とは、「太陽光発電量 >家庭
需要」の時間帯に一度蓄電池に充電されたのち、
異なる時間帯に放電することで自家消費された
分を、それぞれ意味する。
　図表5と比較すると、9時から11時の間におい
て逆潮流が欠けている。これは、余剰電力を蓄
電池へ充電している時間帯である。一方、12時
から15時までは同じような逆潮流を行っている。
これは、蓄電池の上限容量に達したことによっ
て充電が行われず、余剰電力が全て逆潮流して
いる時間帯である。一方、新たに16時から23時
まで自家消費（蓄電池）が生じている。これは、
蓄電池に充電した電力を放電することで家庭需
要を賄っている時間帯である。
　（1）の場合と同様に、当該電力システムにお
ける1日の需要と供給の内訳を図表9に整理する。
上記のとおり、太陽光発電量は「自家消費（太陽

光）+自家消費（蓄電池）+逆潮流」であるこ
とから、25％（16％+2％+7％）の発電が行わ
れたこととなる。これは（1）の場合と同様であ
る。また、蓄電池の導入により、自家消費が増
大し、系統供給が減少している。
　さて、当該電力システムにおける①全体（電力
系統 +電力系統以外）の非化石電源比率と、②
高度化法上（電力系統のみ）の非化石電源比率、2

種類を算出すると図表10のとおりとなる。なお、
ここでいう電力系統以外とは、家庭における自
家消費分（自家消費（太陽光）+自家消費（蓄電
池））を意味する。
　前掲と同様に、家庭における自家消費分を考
慮する場合としない場合で、やはり非化石電源
比率は異なる。しかし、より重要な事実として、
図表11に示すとおり、電力システム全体の非化
石電源比率は25％のままである一方、高度化法
上の非化石電源比率は10％から8％へと2ポイン
ト低下している点があげられる。
　これは、①蓄電池の導入により電力系統の再
エネ電力の量が減少し、電力系統以外の再エネ

注：系統供給は太陽光発電の逆潮流量7％と供給者による供給量75％の和
（資料）筆者作成

図表9　蓄電池導入後の仮想電力システムにおける需要と供給の内訳

需要 供給
家庭需要 工場需要 総需要 自家消費 系統供給等 総供給

20％ 80％ 100％ 18％ 82％ 100％

（資料）筆者作成

図表10　蓄電池導入後の仮想電力システムにおける2種類の非化石電源比率

考え方 非化石電源比率 算出方法
電力システム全体

（電力系統 +電力系統以外）
25％

太陽光発電量25％
÷総供給100％

高度化法
（電力系統のみ）

8％
逆潮流7％

÷系統供給82％
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電力の量が増大したこと、②高度化法が電力系
統のみを対象としていること、2点が原因となっ
て生じている。以下では、この現象が意味する
ことを考察し、高度化法の達成に係る政策の在
り方について提言する。

4．シミュレーション結果の考察と政策
の在り方に関する提言

（1）非化石証書の流通量拡大へのブレーキ
　前掲のシミュレーションによって示されたと
おり、蓄電池の導入によって自家消費が拡大す
ると、電力系統を流れる再エネ電力の絶対量が
減少し、結果として、発行・流通可能な非化石
証書の量も減少することとなる。つまり、資源
エネルギー庁が推進する再エネを巡る2つの側
面：高度化法と再エネ電力の自家消費モデルは、
必ずしもそれぞれの目的達成のために寄与しえ
ない関係にある。もちろん、自家消費の拡大に
よって電力系統への負荷が軽減されれば、その
分、新規に導入可能な再エネ電源の規模が拡大
する可能性もあり、一概に非化石証書の流通量
が減少するとは言い難い。しかしながら、少な
くとも自家消費されることで、非化石証書とし
て発行することができず、高度化法上、埋没す
る非化石価値が存在することは事実である。し
たがって、再エネ電力の自家消費モデルの拡大
は非化石証書の流通量の拡大にブレーキをかけ
（場合によっては減少させ）、小売電気事業者に

おける高度化法達成を困難にする可能性がある
といえる。
　実際、2018年度の電力調査統計に基づけば、
1,000kW以上の自家消費用の非化石電源に由来
する発電量は約110億 kWhに達し、そのうちの
約7割が自家消費されたと仮定すれば、約70億
kWhの非化石電力が埋没していると推計され 

る（2）。また、同年度末時点における FIT導入量
に基づけば、家庭用太陽光発電に由来する発電
量は約110億 kWhに相当すると見込まれ、その
うち約3割が自家消費されたと仮定すれば、約
30億 kWhの非化石電力が埋没していると推計
される（3）。即ち、2018年度時点で、少なくとも
合計約100億 kWhに相当する非化石電力が、高
度化法上、活用されずに埋没している。
　電力調査統計及び資源エネルギー庁の試算に
基づき、高度化法の対象となる新電力47社が購
入しなければならない非化石電力の量を推計し
たところ、合計で約90億 kWhと求められた6，8

（平均約2億 kWh／社）。つまり、少なくとも現
時点で、高度化法の対象となる新電力全体が必
要とする規模と同等か、それ以上の非化石電力
が、非化石証書として発行されることなく埋没
していることを意味する（4），（5）（図表12）。
　今後、再エネ電力の自家消費モデルが拡大す
れば、この埋没量は更に増大すると考えられる。
1.（1）で述べたとおり、国が定める2030年目標
と比して、現時点で原子力及び再エネどちらも、

（資料）筆者作成

図表11　蓄電池導入前後の仮想電力システムにおける2種類の非化石電源比率比較

考え方 蓄電池導入前 蓄電池導入後
電力システム全体

（電力系統 +電力系統以外）
25％ 25％

高度化法
（電力系統のみ）

10％ 8％
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10ポイント以上電力量が不足している状況で、
今後の埋没量の増大が非化石電力の需給バラン
スに影響を与える可能性も示唆される。

（2）�高度化法の達成に係る政策の在り方につい
ての提言

　ここまでの検討・考察を通じ、再エネ電力の
自家消費モデルの拡大により、高度化法上、埋
没する非化石電力が増大し、非化石証書の流通
量拡大にはブレーキがかかる（又は減少に転じ
る）可能性があること、その規模は現時点でも決
して無視できる規模ではないことが示された。
　このような事象が発生する原因は、高度化法
が電力系統のみを対象としている点にある。高
度化法のそもそもの目的である、「エネルギーを
安定的かつ適切に供給するため」に、「資源の枯
渇のおそれが少なく、環境への負荷が少ない太
陽光やバイオマスといった再生可能エネルギー
源や原子力などを含む、非化石エネルギー源の
導入を一層進める」ことは、決して電力系統の

みに制限されるものではないはずである。本質
的には、自家消費も含め、日本全体として非化
石エネルギーの導入拡大を促進するものである
といえよう。
　これらを踏まえれば、高度化法の達成に係る
政策の在り方として、電力系統に限らず、電力
系統以外の非化石電力についても、その非化石
価値を適切に評価・反映する仕組み作りが求め
られる。具体的には、自家消費された非化石価
値を顕在化し、小売電気事業者や電力の需要家
等の様々なプレーヤーが自由に取引でき、かつ、
その価値が高度化法達成のために活用できる制
度設計が今後は必要と考えられる。

注
（1） 発電や燃料の精製等で生じるロスも含めて、日本全

体として必要とするエネルギー量。
（2） 2018年度電力調査統計「自家用発電実績」より、水

力及び新エネルギー等の発電電力量は合計約108億
kWh。このうち、化石電源も含む全ての自家用発
電の自家消費率68.1％（同統計より）に基づき、自
家消費量を約73億 kWhと推計6。

（資料）電力・ガス基本政策小委員会資料、電力調査統計に基づき筆者作成

図表12　新電力47社が必要とする非化石電力量と高度化法上埋没している非化石電力量の比較

環境エネルギー第 2 部 
コンサルタント 中村悠一郎 

力が埋没していると推計される3。即ち、2018 年度時点で、少なくとも合計約 100 億 kWh
に相当する非化石電力が、高度化法上、活用されずに埋没している。 
電力調査統計及び資源エネルギー庁の試算に基づき、高度化法の対象となる新電力 47 社

が購入しなければならない非化石電力の量を推計したところ、合計で約 90 億 kWh と求め

られた(6), (8) (平均約 2 億 kWh / 社)。つまり、少なくとも現時点で、高度化法の対象となる

新電力全体が必要とする規模と同等か、それ以上の非化石電力が、非化石証書として発行さ

れることなく埋没していることを意味する4, 5 (図表 12)。 
 

図表 12 新電力 47 社が必要とする非化石電力量と 
高度化法上埋没している非化石電力量の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(資料) 電力・ガス基本政策小委員会資料、電力調査統計に基づき筆者作成 
 
今後、再エネ電力の自家消費モデルが拡大すれば、この埋没量は更に増大すると考えられ

                                                  
3 固定価格買取制度情報公表用ウェブサイト「A 表 都道府県別認定・導入量 (2019 年 3
月末時点)」より、家庭用に導入されたと考えられる 10kW 未満の設備導入量を約 1,080
万 kW と算出。設備利用率を 12%と想定し、発電量を約 113 億 kWh と推計(7)。 
4 このことが即ち、高度化法達成に係る非化石電力の需給逼迫を引き起こすというわけで

はない。2020 年度から 2022 年度までの期間においては、各社が購入しなければならない

非化石電力の量の総和は、激変緩和措置により非化石電力の総供給量よりも少なく設定さ

れる。このため、非化石電力の埋没の有無に依らず、当面は「総需要 < 総供給」という

関係が持続する。 
5 なお、自家消費された非化石電力が持つ非化石価値について、一部はＪ－クレジットや

グリーン電力証書として発行されている。 
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（3） 固定価格買取制度情報公表用ウェブサイト「A表　
都道府県別認定・導入量（2019年3月末時点）」より、
家庭用に導入されたと考えられる10kW未満の設備
導入量を約1,080万 kWと算出。設備利用率を12％
と想定し、発電量を約113億 kWhと推計7。

（4） このことが即ち、高度化法達成に係る非化石電力の
需給逼迫を引き起こすというわけではない。2020
年度から2022年度までの期間においては、各社が
購入しなければならない非化石電力の量の総和は、
激変緩和措置により非化石電力の総供給量よりも
少なく設定される。このため、非化石電力の埋没の
有無に依らず、当面は「総需要 <総供給」という
関係が持続する。

（5） なお、自家消費された非化石電力が持つ排出係数ゼ
ロ等の環境価値について、一部は J-クレジットや
グリーン電力証書として発行されている。
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